


助成金額の算定 

助成金額の算定 

①②の低い方の額×３/４

① ②の低い方の額×３/４

工事費＋建設工事費

既存建築物の床面積（㎡）×３４，１００円

①除却

②

①除却工事費

②既存建築物の床面積（㎡）×３４，１００円

助成金の額（千円未満切り捨て）

【Ｂ】１００万円※上限額【Ａ】３００万円

助成金の額（千円未満切り捨て）

※上限額 ５０万円

※１：昭和 56 年 6 月 1 日以降に増築等を行っている場合は該当しないことがありますので、

事前にお問い合わせください。 

※2：詳細耐震診断は、新宿区耐震診断登録員等により「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図るための基本的な方針（平成 18 年国交省告示第 184 号）」に基づき行われたもの。

 耐震診断登録員等については、別途お問い合わせください。

※３：Ｉｗ（構造耐震評定）値が 1.0 未満のもの。 

※消費税は助成金の対象外です。

木造住宅の除却工事 

不燃化建替え工事【Ａ】と同じ要件のもの 

木造住宅の不燃化建替え工事 

＜補助対象事業＞ 

＜補助対象事業＞ 

＜補助金の額の算出＞ 

＜補助金額＞ 

＜補助金の額の算出＞ 

＜補助金額＞ 

助成金の額

昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工された木造住宅（※１）で、

詳細耐震診断（※２）の結果、地震の振動・衝撃に対し倒壊

や崩壊の危険性がある又は高いと判断されたもの（※３） 

不燃化建替え工事【A】

【Ａ】に該当しないもの 不燃化建替え工事【B】

交付申請に必要な書類

工事完了

不燃化建替え工事の場合

区の検査

助成金額の確定

助成対象事業（P.2 参照）の契約・着手

助成対象者 新宿区 

区への事前相談

助成金「交付申請書」の提出

交付決定の通知

審査

助成金の交付決定交付決定前に、助成対象事業

（P.2 参照）に係る契約をして

いる場合には助成はできません

不燃化建替え工事の場合は、

建築基準法に基づく、計画建築物

の確認済証が必要です

助成金の交付

手続きの流れ

完了検査

除却工事の

場合
不燃化建替え工事の場合は、

建築基準法に基づく、計画建築物の

検査済証が必要です

「完了実績報告書」の提出

助成金額確定の通知

助成金の請求書の提出

助成対象事業は、工事業者への支払いも

含むため、完了報告時には工事代金支払

いの領収書（写し）が必要です

不燃化建替え工事【A】（P.3 参照）

又は除却工事の場合は、

事前の詳細耐震診断が必要です

※詳細耐震診断の技術者派遣（無

料）の利用ができます

3 4 5 6

提　出　書　類

助成対象事業

不燃化建替え工事 除却

【A】 【B】 工事

既存建築物の登記簿謄本等（※ 1）の写し 〇 〇 〇

工事見積書 〇 〇 〇

案内図 〇 〇 〇

計画建築物の確認申請書・確認済証（建築基準法第 6条）の写し 〇 〇 ―

詳細耐震診断結果報告書 〇 ― 〇

耐震診断登録員等であることを証する書類の写し（※２） 〇 ― 〇

事業工程表（工事業者への支払いを含む） 〇 〇 〇

委任状（※３） 〇 〇 〇

助成対象者である
ことを証する書類

【助成対象者が個人の場合】
区市町村民税納税証明書、非課税の場合は非課税
証明書の写し
（発行日から３か月以内のもの）

〇 〇 〇

【助成対象者が法人の場合】
法人登記簿謄本、抄本又は登記事項証明書の写し
（発行日から３か月以内のもの）

〇 〇 〇

【建築物の所有者が複数いる場合】
所有者全員の承諾書

〇 〇 〇

【所有者の承諾を得て助成対象者となる場合】
承諾書

〇 〇 〇

既存建築物の図面 〇 〇 〇

計画建築物の図面 〇 〇 ―

その他区長が必要と認める書類 必要に応じて

※１：�登記簿謄本、抄本、登記事項証明書、課税明細書、建築確認済証、検査済証等の写し� �
（登記簿謄本、抄本、登記事項証明書は、発行日から 3か月以内のもの）

※２：新宿区の耐震診断登録員が診断を行った場合は不要です。
※３：代理の方が手続きを行う場合にご提出ください。

※�助成の対象となる事業が 2ヶ年度以上にわたる場合は、別途の手続きが必要となりますので、事前にお問い合わ
せください。
※要綱、様式は新宿区のホームページにて公開しております。

A：�すでに除却してしまった建物は対象となりません。� �
除却工事の契約をする前に、必ず助成金の「交付申請」を行ってください。� �
区から「交付決定通知書」を受け取ったのち、工事の契約をし、工事に着手してください。

Q：すでに除却している建物は助成の対象となりますか？

A：�すでに工事の契約をしている場合は対象となりません。� �
工事の契約をする前に、必ず助成金の「交付申請」を行い、区から「交付決定通知書」を受け取っ
たのち、工事の契約をしてください。

Q：すでに工事の契約をしているのですが、助成の対象となりますか？

A：�工事の支払い前に助成金を受け取ることはできません。� �
本制度は、実際に工事にかかった費用の一部を助成するものですので、工事の完了報告の際には、
工事代金を支払った証明となる領収書の写しを提出していただく必要があります。

Q：工事の施工業者への支払いの前に助成金を受け取ることはできますか？

A：�工事が２ヶ年度以上にわたる場合は、交付申請の前に、別途の手続きが必要となります。�
この手続きには時間を要しますので、お早めにお問い合わせください。

Q：工事が２ヶ年度以上にわたってしまうのですが、助成の対象となりますか？

A：�登記簿謄本（法務局）、抄本（法務局）、登記事項証明書（法務局）、課税明細書（都税事務所）、建
築確認済証、検査済証、台帳記載事項証明（建築指導課）等により確認してください。

Q：いつ建築された建物なのかがわかりません。

A：�昭和 56 年 6月 1日以降に増築等をしている場合は、3ページ記載の「不燃化建替え工事【A】」
に該当しないことがありますので、事前にお問い合わせください。

Q：�昭和 56年 5月 31日以前に新築された建物を、昭和 56年 6月 1日以降に増築していま
す。この場合は助成の対象となりますか？

A：�昭和 56年 5月 31日以前に建築された木造住宅で耐震診断を行っていない場合は、3ページ記載
の「不燃化建替え工事【B】」に該当となります。

Q：�昭和 56年 5月 31日以前に建築された木造住宅で、耐震診断を行っていない場合でも助
成の対象となりますか？

A：�耐震改修工事を実費で行ったものについては対象になります。� �
新宿区の耐震改修工事の助成を受けて行ったものは対象となりません。� �
事前にお問い合わせください。

Q：過去に耐震改修工事を行っている建物は助成の対象となりますか？

A：�新宿区の詳細耐震診断の技術者派遣（無料）を行っています。� �
なお、新宿区の詳細耐震診断の技術者派遣を利用しない場合は、要件がありますので、別途お問い
合わせください。

Q：�昭和 56年 5月 31日以前に建築された木造住宅の詳細耐震診断を行いたいのですが、ど
うすればいいですか？
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